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ジャパン・プラットフォーム(JPF)とは
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JPFは「経済界」 「行政」
「NGO」の３つのセクターで創設
された、国内外の災害・紛争による
被災者・避難者（民）を支援する組
織（プラットフォーム）です。

連携することによって被災者・避難者（民）に対し

ての支援活動をより迅速かつ効果的に行います。

2000年発足以来、日本国内・外の活動におい

て、総額600億円以上、1,500事業以上、55

の国・地域を対象に支援を展開してきました。
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ジャパン・プラットフォームの支援の仕組み

～国内外の災害・紛争による被災者・避難者（民）を支援する組織（プラットフォーム）～
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今私たちが直面している様々な社会問題を解決するためには、政府・
自治体、企業、NGO／NPO、そして地域や個人の力を合わせ、皆で協
力することが必要です。それはまさにジャパン・プラットフォーム
（JPF）の日々のお仕事。JPFは、課題解決のための連携を推進するプ

ラットフォームを目指しています。

2000年発足以来、総額600億円以上、1,500事業以上、
53の国・地域を対象に人道支援を展開してきました。 4



NGOユニット
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専門性を有した4３のJPF加盟NGOで構成

※略称によるアルファベット順
※2019年10月時点44団体
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JPF活動事例
【アフリカ南部サイクロン被災者支援2019 】
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トイレ建設工事のモニタリングをするGNJPスタッ
フ。シルブ小学校（ソファラ州ニャマタンダ郡、
2019年6月7日撮影）

トウモロコシ粉はモザンビークの主食のシマを作るのに使われます

Nhamatanda
（ニャマタン
ダ）郡Metuchira
（メトゥシラ）
再定住地域での
種と農具の配布

飢餓に終止符を打ち、食料の安定確保と栄
養状態の改善を達成するとともに、持続可
能な農業を推進する

すべての人に水と衛生へのアクセス
と持続可能な管理を確保する

©GNJP

©PBV

©PWJ
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JPF「東日本大震災被災者支援」

 2011年3月11日、発災から3時間以内に出動を決定、加盟NGOとともに。
・仙台に東北事務所を開設
・岩手、宮城、福島に地域担当を配置

 民間寄付：約72億円（3,700件以上の企業・団体、44,000件以上の個人の皆様）
＆各企業の事業、サービスを活かした迅速で多種多様なご支援

 支援事業数（のべ）：200以上のNGO／NPO、450以上の事業を実施

 2013年5月～「共に生きる」ファンド
・復興の主体となる、地元のNGO/NPO対象
・396の事業に約17億円を支援
・2016年8月～ 福島のみ（宮城、岩手は地元団体に移行＆後方支援）

● コーディネーションの役割：
被災地の様々な課題を把握しながら、
多様なセクターからの支援リソースを適材適所にマッチング

 ４つの支援領域
①コミュニティ支援 ②セーフティーネット支援、
③生業支援 ④コーディネーション・サポート

 2015年11月～「JPF福島支援強化」5つの重点活動
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東日本大震災における支援フェーズ
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泥かき 瓦礫撤去
炊き出し
傾聴
避難所支援

災害弱者への配慮
(高齢者、女性・子ども、障がい者)

JPF加盟NGO
災害ＶＣ
災害対応ＮＰＯ

地元主導の自立的復興
自助・共助の体制づくり
地域ブランド創出
食文化・郷土料理発掘/再興
企業研修、大学合宿
防災計画策定、交流人口

地元NPO
社協、自治会、地元企業

担
い
手

支
援
活
動

救援・救護

初動対応
2011.3～2011.6

地域経済復旧・復興支援

日常への移行
2016.4～

住
宅

避難所/在宅避難
応急・見做し仮設住宅/

在宅避難
災害公営住宅

/自主再建

生活/コミュニティ支援

緊急対応
2011.6～2016.3

公営住宅
/避難指示解除

/帰還・避難継続

現在の福島？

震災関連死への配慮
セーフティネット支援
生業支援
自治会形成支援
心のケア

地元NPO
社協、自治会
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JPF活動事例
【熊本地震被災者支援２０１６～】
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ペット可の避難場所
© AAR

© PWJ

環境改善後の避難所の様子 巡回入浴車

災害ボランティアセンター運営

© JEN

© GNJP

© HuMA

© AAR

医療

JPF事務局ー現場における各支援団体や
加盟NGOとの情報共有

© JEN

© PWJ

事業規模：約5億円（民間寄付）
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JPF活動事例
【西日本豪雨被災者支援２０１８～】
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事業規模：約６億円（民間寄付）

避難所の間仕切り 被災家屋の消毒 避難者への物資提供

災害ボラセン運営支援 避難所での診療 集会所への備品提供
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• 10/8：台風19号への早期警戒開始。
• 10/12：台風19号上陸。

• 10/13：JPF事務局調査員派遣（長野、北関東、福島、宮城等を調査）※1

PWJによる緊急初動調査、救助、医療支援および物資支援※2

プログラムを「令和元年台風被災者支援（台風15号・19号）」に拡大
被災自治体からの物資支援ニーズを支援企業様に発信。

• 以降、9団体が調査及び支援事業実施（11/20現在）

• 10/22：JPF事務局員長野県庁入り（支援の調整に従事）
• 10/25：国内災害ワーキンググループ

11

※1：JVOAD[全国災害ボランティア支援団体ネットワーク]との合同調査
※2：緊急初動調査は、平時からの会費・一般寄付等で実施

10/8～
台風19号発生を受けて

対応を拡大

• 9/9：台風15号千葉県に上陸。情報収集。

• 9/15：被災自治体からの物資支援ニーズを支援企業様に発信。

• 9/16：JPFとしての支援出動（NGOへの助成開始）を機関決定。

• 以降、4団体（JPF事務局含む）が支援事業実施。
• 9/26：国内災害ワーキンググループ。

9/9～
台風15号への対応

（左）被災状況調査の様子
（中）他団体との情報共有の様子
（右）緊急初動調査と同時に

支援物資を配布（PWJ）©PWJ©JPF ©JPF

JPFの対応（時系列）【台風15号・19号の例】
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避難所での巡回診察 ＠長野
（災害人道医療支援会）

生活再建支援に向けた聞き取り＠福島
（日本インターナショナル・サポート・

プログラム）

ボラセンでの救護所運営＠長野
（災害人道支援医療会）

ブルーシート張り支援 @千葉県
（ピースウィンズ・ジャパン）

浸水家屋の清掃支援、ブルーシート張
り・地元支援グループ育成、公民館の修

繕@福島・千葉
（ピースボート災害支援センター）

支援者間の情報共有会議参加 @長野
（ジャパン・プラットフォーム事務局）

©JPF

©HuMA ©JISP ©HuMA

©PWJ ©PBV©PWJ

JPF活動事例
【台風15号・19号被災者支援２０１８～】

事業規模：約３億円（民間寄付）
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その他、企業様との連携実績例
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※他にも、多くの企業様から、本業を活かしたサポートや人材によるサポートなど様々なご協力をいただいております。Copyright ©：Japan Platform 13



連携を進めるうえで国や地方自治体等に期待すること

■全国域での情報共有会議枠組み作り

情報共有の枠組みを事前に作っておくことで、発災時に迅速に対応が可能に。災害対
応で大きな役割を果たす各省庁、自衛隊との情報共有の場も設けていただきたい。

■災害支援に民間を対等なパートナーとして位置づけ

災害前の民間との関係づくりが進むことを期待したい。それには、民間/NPO/NGOの
パートナーとしての位置づけが欠かせない。ただし、民間の柔軟性、オープン性が損なわ
れない形での関係づくりが必要。
各自治体レベルでは、まだNPO/NGOの存在に対する理解が広まっておらず、活動に困
難が生じる事例もある。NPO/NGOの存在を周知する仕組みや方策を、一緒に作って
いく機会を。
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認定NPO法人 ジャパン・プラットフォーム

102-0083
東京都千代田区麹町3-6-5 麹町GN安田ビル4階
TEL 03-6261-4750 FAX 03-6261-4753
http://www.japanplatform.org
代表電話：03-6261-4750
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ご清聴ありがとうございました
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